
平成19年 №30 

東京学芸大学附属学校運営規程の一部を改正する規程 

 

改正理由 

  附属養護学校の名称変更，附属国際中等教育学校の設置及び附属国際中等教育学校

に経営会議を設置することに伴い，所要の改正を行うものである。 

 

承認経過 

  平成19年４月４日 教育研究評議会 審議承認 



 東京学芸大学附属学校運営規程の一部を改正する規程を次のように制定する。 

 

  平成19年４月５日 

                  東京学芸大学長 

                    鷲 山 恭 彦 

 

 

平成19年規程第18号 

   東京学芸大学附属学校運営規程の一部を改正する規程 

 

 東京学芸大学附属学校運営規程（平成16年規程第24号）の一部について，別紙新

旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 



東京学芸大学附属学校運営規程の一部改正について 

 

改正理由：附属養護学校の名称変更，附属国際中等教育学校の設置及び附属国際中等教育学校に経営会議を設置することに伴い，所要の改正を行うも

のである。 

改          正 現           行 

〔省略〕 

 

 （出席停止） 

第６条 附属小学校長，附属中学校長又は附属国際中等教育学校長は，児童又は生

徒（ただし，附属国際中等教育学校にあっては，前期課程に在学する生徒に限る

。）が学校教育法第26条（同法第40条において準用する場合を含む。）第１項の

規定に該当し，出席停止を命ずる必要があると認めるときは，速やかに学長に申

し出なければならない。 

２ 学長は，前項の規定による申し出を受けたときは，その対象となる児童又は生

徒の保護者に対し，当該児童又は生徒の出席停止を命ずることができる。 

第７条 校長は，児童生徒等が学校保健法（昭和33年法律第56号）第12条の規定に

該当するときは，出席を停止させることができる。 

２ 校長は前項の措置を行ったときは，その状況を速やかに学長に報告しなければ

ならない。 

 （児童・生徒の懲戒） 

第８条 学校教育法第11条に規定する懲戒は，退学，停学及び訓告その他とし，退

学，停学及び訓告は校長が行う。 

２ 停学の処分は，附属小学校，附属中学校，附属国際中等教育学校の前期課程又

は附属特別支援学校の小学部若しくは中学部に在学する児童又は生徒に対しては

，行うことができない。 

３ 校長及び教員は，児童又は生徒に懲戒を加えるに当たっては，児童又は生徒の

心身の発達に応ずる等教育上必要な配慮をしなければならない。 

４ 懲戒の処分を行うときは，校長は，あらかじめ学長の承認を受けなければなら

ない。 

 

   〔省略〕 

 

 （附属特別支援学校の主事） 

第１５条 特別支援学校の各部に主事を置き，その部に属する教諭をもって充て

る。 

２ 主事は校長が命じ，学長に報告しなければならない。 

 （主任等） 

〔省略〕 

 

 （出席停止） 

第６条 附属小学校長又は附属中学校長は，児童又は生徒が学校教育法第26条（同

法第40条において準用する場合を含む。）第１項の規定に該当し，出席停止を命

ずる必要があると認めるときは，速やかに学長に申し出なければならない。 

 

 

２ 学長は，前項の規定による申し出を受けたときは，その対象となる児童又は生

徒の保護者に対し，当該児童又は生徒の出席停止を命ずることができる。 

第７条 校長は，児童生徒等が学校保健法（昭和33年法律第56号）第12条の規定に

該当するときは，出席を停止させることができる。 

２ 校長は前項の措置を行ったときは，その状況を速やかに学長に報告しなければ

ならない。 

 （児童・生徒の懲戒） 

第８条 学校教育法第11条に規定する懲戒は，退学，停学及び訓告その他とし，退

学，停学及び訓告は校長が行う。 

２ 停学の処分は，附属小学校，附属中学校又は附属養護学校に在学する児童又は

生徒（附属養護学校にあっては，小学部又は中学部に在学する児童又は生徒をい

う。）に対しては，行うことができない。 

３ 校長及び教員は，児童又は生徒に懲戒を加えるに当たっては，児童又は生徒の

心身の発達に応ずる等教育上必要な配慮をしなければならない。 

４ 懲戒の処分を行うときは，校長は，あらかじめ学長の承認を受けなければなら

ない。 

 

   〔省略〕 

 

 （附属養護学校の主事） 

第１５条 養護学校の各部に主事を置き，その部に属する教諭をもって充てる。 

 

２ 主事は校長が命じ，学長に報告しなければならない。 

 （主任等） 



第１６条 小学校に教務主任，学年主任及び保健主事を，中学校，高等学校及び中

等教育学校に教務主任，学年主任，保健主事，生徒指導主事及び進路指導主事

を，特別支援学校に教務主任，保健主事，生徒指導主事及び進路指導主事を置

く。 

２ 各附属学校に研究主任及び教育実習主任を置く。研究主任及び教育実習主任

は，校長の監督を受け，それぞれ，第２条に定める附属学校が行う研究協力又は

教育実習の実施に関する事項について連絡調整及び指導，助言に当たる。 

３ 前２項に定めるもののほか，必要に応じ校務を分担する主任等を置くことがで

きる。名称及びその職務は，校長が定める。 

４ 主任等は校長が命じ，学長に報告しなければならない。 

 

〔省略〕 

 

   第４章 職員組織等 

 

  〔省略〕 

 

第５節 国際中等教育学校経営会議 

（国際中等教育学校経営会議） 

第３０条の２ 附属国際中等教育学校に，経営面からの改善方策を検討する国際中

等教育学校経営会議（以下「経営会議」という。）を置く。 

２ この規程に定めるもののほか，経営会議に関し必要な事項は，当該附属学校長

が別に定める。 

    第６節 事務室 

    第７節 校則 

 

〔省略〕 

 

   附 則 

この規程は，平成19年４月５日から施行し，平成19年４月１日から適用する。 

 

第１６条 小学校に教務主任，学年主任及び保健主事を，中学校及び高等学校に教

務主任，学年主任，保健主事，生徒指導主事及び進路指導主事を，養護学校に教

務主任，保健主事，生徒指導主事及び進路指導主事を置く。 

 

２ 各附属学校に研究主任及び教育実習主任を置く。研究主任及び教育実習主任

は，校長の監督を受け，それぞれ，第２条に定める附属学校が行う研究協力又は

教育実習の実施に関する事項について連絡調整及び指導，助言に当たる。 

３ 前２項に定めるもののほか，必要に応じ校務を分担する主任等を置くことがで

きる。名称及びその職務は，校長が定める。 

４ 主任等は校長が命じ，学長に報告しなければならない。 

 

〔省略〕 

 

   第４章 職員組織等 

  

  〔省略〕 

 

 

 

 

 

 

 

    第５節 事務室 

    第６節 校則 

 

〔省略〕 

 


